
（２）実施地域について  

■今年度の特徴  

「市区町村単独での実施」が４割弱、「都道府県全域での実施の一環」が約２割

となっている。  

中国地方及び東北地方は、相対的に「都道府県全域での実施の一環」の割合が

高い一方、北海道地方及び四国地方は、「市区町村単独での実施」の割合が高い。 

 

実施地域について（市区町村）	

 
※自治体の取組方針として、「事業者によるレジ袋有料化以外の取組」において、「実施

済みで、将来も実施の見込み」又は「実施済みだが、将来は縮小・中止の見込み」と回

答した 294件を対象に集計（平成 27年度）。 

 

○	「都道府県全域での実施の一環」が 61件（21％）、「近隣の複数の市区町村で連携して

実施」が 28件（10％）、「市区町村単独での実施」が 107件（36％）となっている。 
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都道府県全域での実施の一環 近隣の複数の市区町村で連携して実施

市区町村単独での実施 無回答



【都道府県別】実施地域について（市区町村） 
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都道府県全域での実施の一環 近隣の複数の市区町村で連携して実施
市区町村単独での実施 無回答


